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　日頃のご健闘に敬意を表します。
 
　公務職場における各種ハラスメントの防止については、労働施策総合推進法等および各厚生労
働省指針に基づき、防止に係る措置義務及び責務が課されています。総務省は、地方公共団体の
各任命権者に対し、これまで「地方公共団体における各種ハラスメント対策への対応について」
（令和５年12月27日付け総行女第32号）等により、各種ハラスメント防止対策の徹底を要請して
きました。
　地方公共団体をめぐる各種ハラスメントに関する課題については、特に今年度に入り、国会審
議において度々取り上げられたり、また、報道が行われたりするなど、関心が高まりをみせてい
ることなどから、改めて６月21日に、「地方公共団体における各種ハラスメント対策の徹底につ
いて」が発出されました。
　単組におかれては、本通知に関し、措置義務の徹底がなされているか当局に確認し、各種ハラ
スメントの防止にむけて労使で一体となり取り組みを進めていただくよう、よろしくお願いしま
す。
　
　なお、６月21日に、地方公共団体における各種ハラスメントに関し、雇用管理上の措置等の取
り組み状況を把握するフォローアップ調査の実施についての事務連絡が発出されました。今年度
は必要な措置等の取り組み状況に加えて、各地方公共団体における各種ハラスメント対策の具体
的な取組内容等についても調査項目となっています。関係単組におかれては、当局に対し、本調
査に確実に回答するよう働きかけるとともに、取り組み内容の確認をよろしくお願いします。
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